





























































その一。新潟日報社が 06 年 10 月に出版した
182 研究紀要『災害復興研究』第 1号
『中越地震　復興公論』の中で、新潟県中越地震











































万円、支給期間 5 年で総額 50 万円から 150 万円
を給付するという内容だった。後者は、この支給





















が 08 年 12 月 10 日に出した要望書に対する回答
が栗原市の佐藤勇市長名で示されたのは年が明け

























































































































例えば、06 年 3 月作成の「地方公共団体にお
ける災害復旧・復興対策に関する実態調査報告
書」を見てもその傾向は顕著にみてとれる。平成

















































































































































































































































仮設住宅暮らしに耐えたが、07 年 5 月 1 日現在
の帰村状況は、住民登録数 553 世帯 1585 人に対
し、355 世 帯（ 帰 村 率 64.2 ％）967 人（ 帰 村 率
61％）に止まっている（長岡市山古志支所調べ）。









いる。また、4 年半に及ぶ全島避難が 05 年 2 月 1
日に解除された東京都三宅村の帰島率も同年 8 月





























05 年 3 月 20 日の福岡県西方沖地震で、集落全
体が大きな被害を受けた玄界島では 08 年 3 月、



































































取っても良いという制度で、1 人 1 日 1000 円、4

























































受けられる。修理金額は 51 万円とか 60 万円と
か、物価にスライドして年度ごと、災害ごとに変
わる。ところが、新潟県中越地震では、応急修理







































































































































こそ旧国土庁防災局が 00 年 3 月に出した「東海
地震等からの復興準備計画検証調査報告書」にも
あるとおり「復興準備計画作成時の検討におい
て、日常の計画にも反映すべき点が見出せれば、
『総合計画』や『都市計画』等へのフィードバッ
クも考えられる」のである。
9　七つの配慮
最後に復興計画をつくるにあたって「七つの配
慮」を提唱したい。
一．	 被災地の自決権に配慮せよ。
被災地の自決権とは、被災者の自己決定権の集
合体である集団的権利であり、大多数の非被災者
の中で、ともすれば「焼け太りをつくるな」「甘
えるな」と排除されがちな少数者としての被災
地・被災者の基本的人権、生存権、幸福追求権を
守ろうとの趣旨だ。復興財源は使途の限定されて
いない復興交付金のような形でまとめて交付さ
れ、被災地が復興ビジョンに従って、復興を進め
ていく「分権復興」の実現をめざすべきだろう。
二．	 コミュニティーの継続性に配慮せよ。
コミュニティーの継続性とは、地域・集落を構
成する人たちができうる限り元いた場所で生活を
再建できるように支援することを意味する。コ
事前復興計画のススメ 191
ミュニティーとは、自然集落であり、町内会であ
り、人為的に居住をともにする集合住宅でもあ
る。コミュニティーが継続していくには、地場産
業、地域文化、郷土芸能、習俗、年中行事、医
療、福祉、教育などが不可欠であることも強く認
識するべきである。従って、外力によってコミュ
ニティーの継続性が唐突に断ち切られることが
あってはならない。
三．	 被災者の営生権に配慮せよ。
営生権とは、働く権利であり、営業する権利で
あり、生活する権利である。従って、雇用と営
業、さらに平たく言えば勤め人と商売人が支援の
面において区別されることがあってはならない。
被災地で働く人達がすべて等しく復興の支援の対
象とならなければならない。また、人々の営生権
が「都市づくり」や「防災」という抽象的概念に
よって、ないがしろにされることもあってはなら
ない。
四．	 復興の個別性に配慮せよ。
都市と農山村、持ち家層と借家層、一戸建てと
集合住宅、サラリーマンと商店主、高齢者と若年
層……。属性や置かれている状況、さらには復興
の道筋が違えば、当然、必要な支援も異なってく
る。仮設住宅の建設は、空き地の少ない都市では
公共用地の利用が当然だが、自宅の敷地が広く家
畜や田畑の管理に目配りが欠かせない農村なら敷
地内仮設住宅の方が合理的だ。元厚生官僚の著書
に「土地を保有している者が結果的に有利な取り
扱いを受けるという不公平感が生じる」と自宅敷
地内仮設住宅を否定する下りがあった。だが、絶
対的平等は不平等であることを知らなければいけ
ない。法的権利に対する機会均等、つまり形式的
平等を保障するとともに、復興支援は、個別性に
配慮した相対的平等でなければならない。
五．	 一歩後退の復興に配慮せよ。
建築制限をかけ、「中長期的課題の解決をも図
る計画的復興を目指す」（防災基本計画）だけが
復興のまちづくりではないだろう。やみくもに、
まちの復興をはかるのではなく、バラック建ての
営業再開や補修しただけの傷ついた家での再生が
あってもよい。まず、人々がどんな形にせよ、元
の暮らしに近い日常を取り戻すところから被災地
の再建を考えるべきだ。復興の主役は「街」では
なく、「人」なのだから。
六．	 法的弱者の救済に配慮せよ。
被災マンションの再建・補修をめぐる区分所有
法や区画整理、再開発など、まちづくりを進める
うえでは、多数決もやむを得ないだろう。だが、
そのために法的弱者ともいうべき少数者が切り捨
てられることがあってはならない。法的弱者を救
済するセーフティーネットを常に用意しておくべ
きだろう。
七．	 多様な復興指標に配慮せよ。
一般的に復興とは「いったん衰えた物事が再び
盛んになること」と定義されている。だが、いっ
たん疎開や仮設住宅に移った住民の従前居住地へ
の回帰率はおおむね 7 割前後にとどまり、現実に
は「盛んになる」例はきわめて少ない。そもそも
少子高齢化社会である。しかも、東京への一極集
中はあらがうことのできない現実となっている。
経済成長のみを肯定的復興とは考えない「まちづ
くり」の思想を構築することが必要だろう。自然
や景観に配慮した街、高齢者ら社会的弱者に優し
い街、自然エネルギーを創り出す街など、住民の
総意によってさまざまな価値観を復興の指標とす
る発想の転換が求められる。
10　むすび
アメリカ中心のグローバリズムと貧しい国土計
画で日本の地方は、年々疲弊していっている。一
方で、宮城県沖地震や首都直下地震、東海・東南
海・南海地震など巨大災害の発生が懸念されてい
る。未曾有の金融不況、かつてない少子高齢化社
会。これから到来するであろう危機の時代をわ
れわれは、うまく乗り切ることができるのだろう
か。事前復興計画づくりを単なる災害対策でな
く、ニッポンの危機に対峙する自立市民を育てる
ための格好の取り組みとしなければならない。
